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● 何何何何とかとかとかとか乗乗乗乗りりりり切切切切ったったったったイラクイラクイラクイラク戦争戦争戦争戦争、ＳＡＲＳ、ＳＡＲＳ、ＳＡＲＳ、ＳＡＲＳ  

 今年四～六月期の景況調査では、三月以降のイラク戦争、ＳＡＲＳの影響がどのよう

に現れているのかが注目されました。アメリカによる戦争終結が早期に発表されたこと

もあり（戦争状態はいまだに続いているようですが）、今のところ景況に与える影響は

必ずしも大きくはなかったようです（もちろん個々の企業レベルでは影響を受けたとこ

ろがありましたが）。前期（一～三月期）に対する業況判断、売上高、経常利益のＤＩ

値（好転・増加から悪化・減少の％値を引いたもの）はそれぞれ若干改善しています。

全国の数字はそれぞれ▲１６、▲１３、▲１４なので、売上高以外は全国よりも大阪の

ほうが厳しいといえます。  

 もっとも四～六月期の経常利益ＤＩ値（黒字マイナス赤字）は８、業況水準ＤＩ値は

（良いマイナス悪い）▲３３と一～三月期より悪化しています（前期はそれぞれ２２、

▲２６）。全国でも同様な傾向が見られていますので、中小企業の経営や中小企業をめ

ぐる経営環境は以前厳しい状態にあるといえるでしょう。  

 次に、これらの数字を昨年同期と比較すると、それぞれＤＩ値は悪化しています（業

況判断▲６→▲２１、売上高１→▲２２、経常利益▲７→▲２４）。昨年の同時期には

景気が一時期上向きかけていたこともあり、対前期比較ではＤＩ値は若干改善であるの

に、対昨年同期では悪化を示しています。  

 

●七七七七～～～～九月期九月期九月期九月期のののの見通見通見通見通しはしはしはしは厳厳厳厳しいしいしいしい  

 問題は、七～九月期の見通しについてです。いずれの項目もＤＩ値は前期より悪化し

ています（業況判断▲１１→▲２２、売上高▲２→▲９、経常利益▲８→▲１３）。人

手の過不足ＤＩ値（過剰マイナス不足）も前期は▲１６で不足感が強かったのに対し、

今期は逆に１４で過剰感が強くなっています。実際に前年同期に比べた従業員・残業時

間ＤＩ値（増加―減少）は、正規社員、臨時社員、残業時間ともに前年同期に比べて悪

化しています。また、前年同期比の従業員一人当たりの生産性ＤＩ値も悪化しています。

従業員は昨年と比べて減少しているが、それでも売上が低迷している中で生産性が下が

り、さらに従業員の過剰感が強まっているといった状況にあります。  

 また、価格については仕入単価の上昇、売上・客単価の低下といった状況が続いてい

ます。この傾向は現在極端に強まっているというわけではないのですが、原材料の値上

げなども最近騒がれている中で、今後とも注意していかなければならない点です。  

 それでは、七～九月期の見通しが厳しいのはどういった理由によるのでしょうか。一

つは冷夏やＳＡＲＳの影響が考えられます。季節商品やサービスなど例年通りの需要が

見込めないという問題です。また、景気全体の低迷が克服されていない中で、なかなか



積極的になるきっかけが得られないという問題もあります。設備投資の割合は、四～六

月期実施が３４％であるのに対し、七～九月期計画が２４％、十～十二月期計画が１

４％というように先に対して消極的になっています。  

 イラク戦争、ＳＡＲＳ、りそな銀行への公的資金注入、冷夏といった環境に加えて、

景気を活性化させるきっかけを見出せない状態に多くの中小企業が置かれているよう

に見えます。  

 

●金利動向金利動向金利動向金利動向はははは？？？？  

 五月十七日にりそな銀行への政府の公的資金注入が決定されたことは、大阪の中小企

業にも大きな影響を与えました。特に、関係する大阪･埼玉の会員から影響が見られた

ことが中同協の『同友会景況調査報告 第六二号』で指摘されています。但し、その影

響は今回の景況調査では顕著には見られませんでした。資金繰りに関する状況は、前期

と比べるとややＤＩ値（余裕有マイナス窮屈）が悪化し、前年同期と比べた借入金動向

ＤＩ値（増加マイナス減少）がプラスの方向に動いているといった点が見られます。  

 また、昨年同期と比べた金利ＤＩ値（上昇マイナス低下）がプラスの方向に動いてい

る点も気になります（長期・前期▲７→今期０、短期２→９）。なお、この数字は全国

と比べてやや異なっており（長期▲１１、短期▲１）、大阪の中小企業や金融機関の独

自の問題が背後にあるかもしれません。  

 

●経営上経営上経営上経営上のののの問題点問題点問題点問題点とととと力点力点力点力点  

 経営上の問題点については、前回と比べて順位に大きな変化は見られず、「同業者間

の価格競争の激化」（６５％）、「民間需要の停滞」（４８％）、「販売先からの値下

げ要請」（３０％）が上位を占めています。「同業者間の価格競争の激化」は前回が５

３％だったので、比率は上昇しており、依然低価格競争がシビアであることを物語って

います。全国との比較では、「民間需要の停滞」が全国では２１％を占めているのです

が、大阪では６％と低くなっています。  

 経営上に力点は「新規受注の確保」（７１％）、「付加価値の増大」（４４％）以外

は分散しており、「新規事業の展開」（２８％）、「社員教育」（２５％）、「財務体

質の強化」（２５％）、「情報力強化」（２１％）などが比較的多くなっています。  

 今回の景況調査では個々の中小企業が何とか頑張っている様子が見えるものの、全体

として今後も上向きであるといった傾向まではうかがえませんでした。最近の株価上昇

も直接的には中小企業の経営にまで影響を及ぼしていないようです。中小企業としては、

今後も着実に自社を改善し、変化に対応した新しい方向を追及する努力を積み重ねてい

くことが一層必要となっています。  



 





 


